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Ⅰ 初 め に 議論対象の設定
Ⅱ Winny 事件について
Ⅲ 児童ポルノ改変URL事件について
Ⅳ 終 わ り に










事案（最決平成 23・12・19 刑集 65 巻号 1380 頁）及び，インターネット上の児
童ポルノ画像の改変 URL を自己の HP に掲載した行為を巡る事案（最決平成
24・・判時 2166 号 140 頁）を元に，主として刑法総論上問題となる点を論
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⑶ 本件正犯者であるＢは，平成 15 年 9 月 3 日頃，被告人が公開していた
Winny2.0β6.47 をダウンロードして入手し，法定の除外事由がなく，かつ，











































⑶ 決 定 要 旨
最高裁は，刑法 62条項の幇助の意義につき，従来の判例（最判昭和 24・

































































































ィニー事件最高裁決定の問題点 著作権法の視点から」法とコンピュータ 31 号（2013
年）41 頁以下参照。
	） 藤本孝之「ファイル共有ソフトの開発提供と著作権侵害罪の幇助犯の成否 Winny
事件 」知的財産法政策学研究 26 号（2010 年）208 頁，林幹人「判批」平成 24 年度
重要判例解説 153 頁以下。





























































11） 最判平成 13 年月 13 日民集 55 巻号 87 頁（ときめきメモリアル事件），大阪地判平





























15） 豊田兼彦「幇助犯における『線引き』の問題について Winny 事件を素材として
」立命館法学 345・346 号（2012 年）459 頁。
16） 刑集 65 巻 9 号 1392 頁。
17） いわば両者の掛け算である。島田・前掲注





























































































樋口亮介「注意義務の内容確定基準」刑事法ジャーナル 39 号（2014 年）頁以下も参
照。























































































33） 大阪地判平成 21 年月 16 日公刊物未登載（LEX/DB: 25481894）。


















































































36） 判時 2166 号 141 頁（匿名コメント）。
37） 石井徹哉「判批」平成 24 年度重要判例解説 166 頁，永井善之「判批」速報判例解説





























































41） 塩見淳「インターネットとわいせつ犯罪」現代刑事法 8号（1999 年）38 頁。























43） 川崎友巳「サイバーポルノの刑事規制（二・完）」同志社法学 52 巻号（2000 年）13
頁以下。
44） 山口・前掲注 42）80 頁注（29）。
45） 山口・前掲注 42）80 頁注（29）。





























































































52） 判時 2166 号 146 頁。
53） 積極的誘引性に対して慎重な立場を示すものとして，天田悠「判批」法律時報 85 巻





















































58） 壇 =飯田・前掲注 13）101 頁。
59） 大阪高判平成 16 年月 22 日判タ 1169 号 316 頁。
60） 山口厚「判批」平成 17 年度重要判例解説 159 頁も参照。
61） 佐伯仁志「犯罪の終了時期について」研修 556 号 15 頁以下。
62） 山口厚『刑法総論［第 2版］』（2007 年）48 頁以下。
63） 山口・前掲注 62）304 頁。
64） 永井善之『サイバー・ポルノの刑事規制』（2003 年）225 頁。






































用者が P2P ソフトをインストールしていない場合には，P2P ソフトをインス
トールできるリンクが提供されていた。第一審及び原審では，被告人にスイス


















45 巻号（1995 年）153 頁以下（条文の日本語訳については，162 頁以下参照）。
70） プロクシなどを通すことで，元々のアクセス国とは異なる国を IPアドレスにおいて表
示させることが可能である。






















































して処罰対象とはしていない。Vgl. Schönke/Schröder/Perron/Eisele, StGB 28. Aufl.
（2010）, §184b Rn. 3a.
75） Ⅲ⑵②参照。
